業務外傷病による休職及び復職に関する規程
第１章　総則

（目的）

第１条　　この規定は、就業規則第１５条及び第１６条に基づき、職員の業務外傷病による休職及び復職に関する取扱いについて定めます。
第２章　休職の開始

（休職の開始）

第２条　　職員が業務外傷病を原因として、本規程による休職を申し出た場合、法人は休職を命ずることができます。

　　　２　前項の場合、職員の上司は、傷病原因報告書に、医師による診断書を添付して、所属長に提出し承認を得なければなりません。なお診断書には、休職期間の見込みが記載されていなければなりません。

（休職期間中の配慮）

第３条　　法人は、休職中の職員に対し、上司による定期的な面接を実施します。ただし、職員の主治医が、これを好ましくないと判断する場合はこの限りではありません。

（休職期間の延長）

第４条　　第２条で申請した休職期間を過ぎても復職の見込みがない場合、職員は医師による診断書を新たに提出しなければなりません。

　　　２　前項の提出がされた場合、職員の上司は、傷病原因報告書に医師による診断書を添付して、所属長に提出し承認を得なければなりません。

（休職期間の超過）

第５条　　休職期間が、就業規則第１５条第１項に定める期間を超える見込みの場合、職員の上司は、所属長に報告しなければなりません。

　　　２　報告を受けた所属長は、執行管理会議で対応を審議し、その結果を職員へ通知します。

第３章　復職

（復職の手続き）

第６条　　復職の手続きは、別途定める「職員の復職届（傷病）に関する手順」に基づいて行うこととし、執行管理者の承認を得なければなりません。

（復職後の制限）

第７条　　復職後、勤務制限が必要な場合は、復職前に労働条件に係る申立書を提出し、執行管理者の承認を得なければなりません。

　　　２　勤務制限を解除する場合は、速やかに労働条件に係る申立書を提出し、執行管理者の承認を得なければなりません。

（短時間勤務）

第８条　　短時間勤務をする場合、始業・終業時間については所属長と相談し、第７条に基づき申請しなければなりません。

　　　２　短時間勤務における給与については、基本給を時間給換算した額を基礎とした実労働時間分とし、基準内賃金に定める諸手当の減額方法は、別表１に定めます。

　　　３　月途中で復職した場合、基準内賃金に定める諸手当の減額方法は、別表１に定めます。

（復職訓練の取り扱い）

第９条　　復職後、所属長及び上司は、疾患の再燃・再発、新しい問題の発生等の確認のため、定期的に職員と面談を行うものとします。

　　　２　リハビリテーションの為に、本人の希望に基づき、事業主及び上司との協議で、就業訓練を短時間行う場合（訓練する場の提供など）は、就業勤務とみなさず、無給とします。
（付則）

この規程は平成２３年６月１日より施行します。

別表１

	
	項目
	第８条第２項
	第８条第３項

	基準内賃金
	基本給
	基本給を172で除した基本時間額に勤務時間数を乗じた額
	基本給を172で除した基本時間額に勤務時間数を乗じた額

	
	通勤手当
	減額なし
	通勤手当を21.5で除した基本日額に勤務日数を乗じた額

	
	役職手当

資格手当

施設管理手当
	常勤勤務時間（172時間）の

・3/4勤務の場合→全額支給

・2/4勤務の場合→3/4支給

・1/4勤務の場合→2/4支給

・０を超え1/4未満勤務の場合

→1/4支給
	常勤勤務時間（172時間）の

・3/4勤務の場合→全額支給

・2/4勤務の場合→3/4支給

・1/4勤務の場合→2/4支給

・０を超え1/4未満勤務の場合

→1/4支給








